
「循環経済」に関する取り組み状況と今後の対応整理

第１回エネ環専門委員会で各社から提示された主な意見 対応（予定）

組織・体制面 〇低炭素、循環経済については一企業や民間レベルでの
取り組みに限界がある

〇産学官連携などで、新たな価値や経済合理性のある取
り組みを創出できないか

〇他の産学官マッチング組織と取り組みが重複するので
あれば、連携を検討できるとよい

〇経産省・環境省、自治体
との情報交換を通じ、連携
の在り方を模索・検討中

〇産学官での連携先、連携の
在り方を含めて検討中

課題領域面

(資料p.2参照)

〇資材調達、製造、販売、リサイクルなど各段階での課題
を抽出し、その解決につながるビジネスモデルを考えら
れるとよい

〇中小企業における少量廃棄物を集めて処理できないか。
行政組織と連携し、規制緩和や補助金の要望も必要では
ないか

〇中部経産局のほか、愛知県
などの自治体が資源循環ビ
ジネスモデルの創出活動を
実施中。中経連として、情
報収集を通じ課題抽出と広
域展開の可能性を検討中

制度面

(資料p.3参照)
(資料p.4参照)

〇廃掃法での免許制度など、法規制の緩和により廃棄物
処理が進みやすくなるケースがあるのではないか

〇Ｊｰクレジットなどが利用しやすい制度設計となるよう、
制度見直しの後押しをお願いする

〇環境面での制度見直しなど、適宜情報提供・情報共有を
お願いする

〇規制緩和要望が必要な事項
を調査中。具体化後に要望
実施の要否を整理予定

〇制度見直しに関し、国際的
な基準との整合化を含めた
提言の在り方を検討中

〇「プラ新法」説明会を中部
経産局と連携して開催予定

その他 〇リサイクル・廃棄物削減だけでなく、長寿命・資源効率
という観点も重要であるとの認識の醸成をお願いする

〇認識醸成の手法を検討中

◇国の機関並びに自治体との意見交換を通じた、課題の深掘りと改善策の検討を実施中
◇エネ環専門委員会での委員各社からのご意見について、下表のとおり対応中
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資料７



〔国の機関並びに自治体との意見交換用資料〕
現状認識（資源循環における想定課題）

主 体 課 題

上流
（動脈産業）

大企業においては、資源効率・エネルギー効率の改善、廃棄物の有効利用に取り組んでいるが、
以下の課題もあるのではないか。（以下、大中小企業共通の課題）
〇少量廃棄物の扱い（廃棄物の回収・有価販売に繋がる仕組みの構築）
〇混合廃棄物の扱い（分別しやすい製品設計、混合廃棄物の分別工程の追加）
〇廃棄物の再生利用に向けた課題
・廃棄物の再利用に向けた品質確保（排出事業者による分別の徹底、再利用事業者との連携）
・廃棄物再生利用状況（再利用事業者の実態）の把握（HP等での見える化）
・再生利用によるコスト負担増（廃棄物の適正処理より負担増）
・資源（廃棄物）の再資源化を意識した生産プロセスへの転換

〇逆有償の問題（「有価販売額<輸送費」の場合、廃棄物扱いになる可能性あり）
〇化学（有害）物質等の回収・分離
〇資源効率、エネルギー効率改善のための最新機器の導入、エネルギー転換（電化、水素化）

利用者
・消費者

〇少量廃棄物の扱い（廃棄物の回収・有価販売に繋がる仕組みの構築）
〇混合廃棄物の分別（分別にはコスト増）
〇廃棄物の適正処理［特に消費者］
〇逆有償の問題（「有価販売額<輸送費」の場合、廃棄物扱いになる可能性あり）
〇エネルギー効率の高い最新機器の導入、エネルギー転換（電化、水素化）

下流
（静脈産業）

廃棄物の適正処理は進むものの、廃棄物処理（再生利用）事業者の事業規模により、再生利用
の度合いは様々であり、以下の課題があるのではないか。（以下、大中小企業共通の課題）
〇再生利用事業者へ廃棄物が集まらない。（排出者の処理コスト負担が大きいため）
〇再生利用後の再生製品の品質確保が困難（廃棄物の品質にバラツキが起因）
〇再生利用品の販路（再生利用品の引き取り先との連携）
〇再生利用技術の導入への障害（技術開発の余力なし、技術動向の把握が困難、機器導入コス
ト負担）

〇適正処理から再生処理への事業転換
〇資源効率、エネルギー効率改善のための最新機器の導入、エネルギー転換（電化、水素化）

★赤字は、
各主体が関連
する課題

★青字は、
民間企業が
サポートできること
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第４四半期に説明会開催予定の「プラ新法」概要p.3



【参考】
中経連が後援する12月開催予定のシンポジウム
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